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りそなグループについて （１）概要

グループの概要

ネットワーク

____________________
(1) 2006年9月現在

____________________
注： 2006年9月現在の店舗数

____________________
(1) ４銀行合算、2006年9月現在（連結ベース）
(2) ４銀行合算、2006年9月現在（単体ベース）

65.6% 34.4%

30.7%69.3%

実勢業務純益

総資産

りそな銀行 その他銀行

(1)

(2)

 日本で第４位の金融グループ

 総資産39.4兆円を有し、規模の経済を追求するのに十分な
規模（1）

 大阪、埼玉、東京を中心としたコミュニティ・バンキング・グループ

 中小企業取引、個人取引に強いプレゼンス

 地域のお客さまのニーズを満たすため地域運営を導入（りそ
な銀行9地域3営業本部、埼玉りそな銀行４地域）
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＜貸出金＞ （億円）

りそなＧＲ 80,671 57,191 15,981 75,654 3,971

りそな銀行 78,396 574 15,981 52,623 3,635

埼玉りそな銀行 1,320 56,617

近畿大阪銀行 953 23,031 335

都道府県シェア 5.3% 42.9% 8.8% 18.8% 15.1%

全銀行 1,535,276 133,450 182,068 402,919 26,365

（平成18年9月末） 奈良県大阪府東京都 埼玉県 神奈川

＜預金＞ （億円）

りそなＧＲ 77,782 85,311 12,884 97,419 5,581

りそな銀行 76,314 409 12,884 67,263 4,837

埼玉りそな銀行 1,388 84,901

近畿大阪銀行 79 30,155 744

都道府県シェア 5.3% 39.3% 4.2% 18.6% 10.2%

全銀行 1,469,233 217,029 306,879 524,404 54,933

奈良県（平成18年9月末） 東京都 埼玉県 神奈川 大阪府

大阪府
人口：8.8 百万人（47都道府県中2位）
GDP：38.3 兆円 （47都道府県中2位）

埼玉県
人口：7.0 百万人（47都道府県中5位）
GDP：20.1 兆円 （47都道府県中5位）

大阪

人口や経済・産業が高度に集積する首都圏、関西圏において強固なプレゼンス

預金

貸出金

____________________
出所：日本銀行、 内閣府（平成15年度県民経済計算）

りそなグループについて （2）主要マーケット
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りそなグループの経営の方向性

合算剰余金

H18年9月末：

1兆1,800億円

H18年3月末：

7,568億円

H17年3月末：

3,943億円

H16年3月末：
―

H15年3月末：
―

大和銀行とあさひ銀行がりそな銀行と埼玉りそな銀行へ再編

預金保険法に基づく総額1兆9,600億円の公的資金注入

・関連会社抜本整理
・不良債権の一掃
・経費の大幅削減

2期連続黒字～黒字の定着

黒字転換

りそなとして初の
普通株配当実現

新しい経営健全化計画公表

H
O
P

S
T
E
P

JU
M
P

H15年3月

H15年6月

～H16年度

H16年度

H17年度

H18年6月

H18年11月

地域・お客さまから最も支持される
コミュニティ･バンク･グループ持続的成長により公的資金返済を実現

「リストラ」から「営業力強化」へ

・差別化戦略の徹底
・質を重視した成長戦略

・地域運営
・ｱﾗｲｱﾝｽ戦略
・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ改革
・ｻｰﾋﾞｽ改革

飛躍に向けた体制作り

集中再生期間

H19年1月
本格的な公的資金の
返済開始（5,327億円）
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生
産
性

効
率
性

生
産
性

効
率
性

4,000億円を視野4,000億円を視野

50％を切る水準でオペレーション50％を切る水準でオペレーション

邦銀 トップレベルの水準へ邦銀 トップレベルの水準へ

預保法の約半分と早期健全化法

優先株相当分を確保

預保法の約半分と早期健全化法

優先株相当分を確保

実勢業務純益実勢業務純益

ＯＨＲＯＨＲ

不良債権比率不良債権比率

合算剰余金合算剰余金

収
益
力

収
益
力

健
全
性

健
全
性

剰
余
金

剰
余
金

（GR銀行合算ベース）

※：22/3期実勢業務純益は株式等売却損益（純投資分）を含む

現場力向上に向けた人材改革

人員増を伴わない営業戦力強化
を実現（営業戦力比率50％へ）

現場力向上に向けた人材改革

人員増を伴わない営業戦力強化
を実現（営業戦力比率50％へ）

従業員数従業員数

資産効率重視の収益増強資産効率重視の収益増強実勢業務純益
ＲＯＡ

実勢業務純益
ＲＯＡ

PH業務粗利益PH業務粗利益

H15/3期

３，０７３億円

５９．７％

１１．１９％
（15/9末）

ー

０．７２％

３９百万円

１９，３０７人

３，４５２億円

５０．２％

２．５６％

７，５６８億円

０．８５％

４８百万円

１４，５２１人

H22/3期

４，０００億円
※

４９．７％

１．９％程度

１８，１００億円

１．０１％
※

５３百万円

１４，７５０人

これまでの改革による成果と新計画期間における展望

H18/3期
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金利・為替前提 （基準シナリオ）

収益計画の概要

○ 業務粗利益増減 ＋820億円（対H19/3期比）
・ 資金利益 ＋480億円
（中小企業末残） ＋1.12兆円
（個人ローン末残） ＋1.24兆円

・ 役務取引等利益（ローン費用除き） ＋260億円
（投信・保険関連収益） 410億円 ⇒ 520億円
（不動産収益額） 138億円 ⇒ 190億円
（年金業務粗利益） 199億円 ⇒ 220億円
（法人信託業務粗利益） 54億円 ⇒ 92億円

 景気は潜在成長率（1.50～2.00%）近傍で
持続的拡大。

 金利は緩やかな上昇トレンド

資産効率重視の収益増強

○ 経費 戦略的投資と経費率抑制を両立
・ 人件費
オペレーション改革により、人員増を伴わない営業戦力強化を実現

・ 物件費
ベース経費の抑制により戦略経費配分を実施

17,059円17,059円日経平均株価

117円117円為替（円/$）

2.500%1.960%10年国債

1.000%0.183%無担O/N

H22/3期H19/3期

○ 与信関係費用 不良債権比率１％台へ
・ 与信ポートフォリオの適切運営
・ クレジットシーリングの厳格管理

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期
実績 計画 計画 計画 計画

業務粗利益 6,936 6,980 7,270 7,540 7,800
資金利益 5,278 5,370 5,480 5,690 5,850
役務取引等利益 ※1 1,277 1,290 1,320 1,360 1,440

ローン費用除き 1,710 1,730 1,800 1,880 1,990
その他粗利益 380 320 470 490 510

経費 3,485 3,650 3,800 3,880 3,880
人件費 1,172 1,220 1,260 1,300 1,320
物件費 2,102 2,240 2,320 2,370 2,350

実勢業務純益（１）※2 3,451 3,330 3,470 3,660 3,920
実勢業務純益（２）※3 3,420 3,550 3,740 4,000
株式関係損益 539 400 80 80 80

株式等売却損益（純投資） 226 90 80 80 80
与信関係費用 ▲ 145 360 610 600 560
税引前当期利益 4,014 3,480 2,800 3,000 3,300
＜経営指標＞
経費率（OHR）％ 50.24 52.29 52.27 51.46 49.74
実勢業務純益ROA ％ ※3 0.86 0.90 0.96 1.01
※1．信託報酬を含む

※2．実勢業務純益（１）：一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前業務純益

※3．実勢業務純益（２）：一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前業務純益に株式売却損益（純投資）を加えたもの

単位：億円
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投信販売
＋50億円

個人年金保険販売
＋60億円

年金・法人信託業務
＋59億円

不動産ビジネス
＋52億円

その他

マーケット金利上昇
＋

ポートフォリオマネジメント

＋220億円

ボリューム増加
＋260億円

良質かつ安定したストック収益と適正なフロー収益の確保に向けて ①

6500

7000

7500

8000

(計画) (計画)

19/3期 22/3期

6,980

資金利益
＋480億円

7,800

フィー収益
＋260億円*1

その他 *2

＋820億円

（億円）

0.86％ （19/3期)0.86％ （19/3期) 1.01％ (22/3期)1.01％ (22/3期)

*1. 信託報酬＋役務取引等利益
（ローン関係費用控除前）

*2. その他の業務粗利益
（ローン関係費用控除後のネット）

ＲＯＡマネジメント強化によるトップライン収益の拡大

実勢業務純益ROA ※1実勢業務純益ROA ※1

 新計画期間におけるトップライン収益増加額は＋820億円（H19/3期とH22/3期の対比）

（傘下銀行合算ベース)

 ドライバーとなるのは、（１）資金利益 ＋480億円、（２）フィー収益＋260億円

※1．実勢業務純益：株式売却損益（純投資分）を含む
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良質かつ安定したストック収益と適正なフロー収益の確保に向けて ②

その他4.8

中小企業
11.7

その他6.1

有価証券
7.4 有価証券

6.9

中小企業
10.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

(計画) (計画)

19/3末 22/3末

個人ローン
11.7

個人ローン
13.0

大企業等
4.1

大企業等
4.7

兆円

【総資産 40.6】 【総資産 40.6】

1.36% 1.21%
1.69% 1.87%1.91%1.79%

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

りそなG
19/3期
（計画）

りそなG
22/3期
（計画）

MUFJ
18/3期
（実績）

みずほFG
18/3期
（実績）

三井住友銀行
18/3期
（実績）

横浜銀行
18/3期
（実績）

(%)

※ 傘下銀行単体合算
※ 貸出金利回ー預金債券利回

43.4 % 45.0 %

25.7 % 19.4 %
31.0 %

41.0 %

39.3 % 40.7 %

35.3 % 45.7 %

43.8 %
37.8 %

17.4 % 14.3 %

38.9 % 34.9 %
25.2 % 21.2 %

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

りそなG
19/3末
（計画）

りそなG
22/3末
（計画）

MUFJ
18/3末
（実績）

みずほFG
18/3末
（実績）

三井住友銀行
18/3末
（実績）

横浜銀行
18/3末
（実績）

個人ローン 中小企業向け貸出 その他(%)

※ 傘下銀行単体合算
※ 除く海外、特別国際金融取引勘定分

大企業等
▲0.58兆円

中小企業
＋1.12兆円

個人ローン
＋1.24兆円

有価証券
▲0.48兆円

 高いROAを実現する貸出金ポートフォリオマネジメント

資産効率を重視したＲＯＡマネジメントの実践

 政策金利および預金・貸出金利回りの前提

※総資産、有価証券は平残
※貸出金は末残
※差額は「その他」で調整

（傘下銀行合算ベース)

 強みを持つ住宅ローン、中小貸出を更に増強

 優位性のある預貸金利回差を更に拡大

預貸金利回差
＋12bｐ

無担O/N

貸出金利回

預金等利回

預貸金利回差

H19/3期 H22/3期 増減

0.183%

1.95%

0.16%

1.79%

1.000%

2.47%

0.56%

1.91%

0.817%

0.52%

0.40%

0.12%
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住宅ローンビジネス全国展開、
消費性ローンを新たな収益の柱に

個人ローン年間実行額2兆円超へ

住宅ローンビジネス全国展開、
消費性ローンを新たな収益の柱に

個人ローン年間実行額2兆円超へ

グループシナジー効果の追求

不動産関連収益200億円、
年金受託残高７兆円台へ

グループシナジー効果の追求

不動産関連収益200億円、
年金受託残高７兆円台へ

中小企業向け
貸出残高

中小企業向け
貸出残高

中
小
企
業

取
引

中
小
企
業

取
引

投信残高3兆円超、保険販売倍増

投信・保険関連収益５００億円超

体制を構築

投信残高3兆円超、保険販売倍増

投信・保険関連収益５００億円超

体制を構築

ソリューションプログラムの充実、
法人CRMの活用で法人基盤を
回復・拡大

ソリューションプログラムの充実、
法人CRMの活用で法人基盤を
回復・拡大

投資商品比率投資商品比率

15/3末

１０．９兆円
（16/3末）

３．７％

5大ビジネスの展開

個
人
ロ
ー
ン

個
人
ロ
ー
ン

金
融
商
品
販
売

金
融
商
品
販
売

不
動
産

不
動
産

企
業
年
金

企
業
年
金

不動産
部門収益
不動産
部門収益

企業年金
受託残高
企業年金
受託残高

投資商品残高投資商品残高

８．４兆円

６０億円

５．４兆円

０．７９兆円

強みのある5大ビジネスへの集中で効率的に収益を増強

１０．２兆円

１２．２％

１０．８兆円

１２１億円

６．２兆円

２．７９兆円

22/3末

１１．７兆円

２１．４％

１２．５兆円

２００億円

７．２兆円

５．６８兆円

18/3末

住宅ローン住宅ローン

消費性ローン
重点商品

消費性ローン
重点商品

ー １６０億円 １，４５０億円
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*1. 2006年11月公表（期初予想を上方修正） *2. 投資信託、保険、公共債の窓販残高実績

業

績

推

移

業務粗利益

そ
の
他
指
標

経費

実勢業務純益

与信関連費用

純利益

不良債権比率

経費率

進捗状況・今後の見通し等

通期予想対比インラインでの推移
年金信託報酬に季節性 （４Q＞３Q）

個人金融
資産残高 *2

業績インセンティブに係る手当てを
４Qに見込む

トップライン、経費のトレンドより順調
に推移

通期予想比インラインで推移

07/3末のターゲット「2％台前半」を達成

経費支出の季ズレ要因もあり、
３Ｑまでの経費率は50％を下回る

3Qまでの9ヵ月間の増加額は＋0.7兆円

5,078億円

FY2005
第3四半期

2,457億円

2,621億円

11億円

2,788億円

2.79％

48.4％

2.41兆円

平成18年度 3Qまでの業績は堅調に推移

FY2006 通期予想 *1

税引前純利益 3,020億円
「税引前純利益」と「純利益」の差額は
上期に実施した繰延税金資産の追加
計上によるアップサイド

FY2006
第3四半期 3Q進捗率

平成18年度第３四半期までの損益状況（グループ銀行合算）

5,228億円

2,512億円

2,717億円

298億円

5,110億円

2.41％

48.0％

3.38兆円

3,015億円

7,000億円

3,650億円

3,350億円

400億円

5,450億円

2％台前半

52.1％

3.7兆円

3,500億円

74.7%

68.8%

81.1%

74.5%

93.8%

---

---

---

86.1%
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24.0

24.5

25.0

25.5

26.0

26.5

27.0

4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1

平成17年度 平成18年度

（兆円）
※非居住者向貸出除く

2.04%

1.98%
1.95%

1.88%

1.83% 1.84% 1.85% 1.86%
1.89%

1.91%
1.93% 1.94%

1.96%

1.95%

1.90%
1.88%

1.82%

1.77% 1.77%
1.79%

1.76% 1.75%
1.78% 1.78% 1.78%

1.80%

0.09% 0.08% 0.07% 0.06% 0.06% 0.06% 0.07%
0.10%

0.13% 0.13%
0.15% 0.16% 0.16%

1.5%

1.6%

1.7%

1.8%

1.9%

2.0%

2.1%

上期 下期 上期 下期 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

16年度 17年度 18年度

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%貸出金利回り 預貸金利回り差 預金利回り（右軸）

貸出金ビジネスの状況

 法人向け短プラ貸出（ RB： 約 3.6兆円）の
リプライシング達成度は70％程度

 住宅ローン（変動金利型）のリプライシング
→ H18年12月の利払日翌日よりフル連動の

新金利適用（4Q以降のスプレッド改善要因）

総貸出金残高は増加トレンドを維持 （GR銀行合算）

中小企業等向貸出、住宅ローンとも 増加トレンド

貸出金利回りは反転、預貸金利回り差も底打ち

ゼロ金利解除以降のリプライシング浸透度

 平成17年度 通期平残 25.3兆円

 平成18年度 1-3Q平残 26.0兆円
＋約7,000億円

S
R

K
O

兆円 RB+SR+KO

ゼロ金利解除

20.92 21.18 22.17

9.95 10.51 11.21

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H16/12末 H17/12末 H18/12末

中小企業等向貸出額 住宅ローン残高

（GR銀行合算）※管理会計ベース
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2,042
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0

1,000

2,000

3,000関連収益
販売額（右目盛）

81 103
180 159

41
80

116
111

306

6 ,047

9 ,791 9 ,800

6 ,772

8 ,249

0

100

200

300

400

（実績） （実績） （実績） （計画） （1-3Q実績）

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度

0

3,000

6,000

9,000

信託報酬
販売手数料
販売額

主要な手数料ビジネスの状況

投信販売・収益実績の推移（GR銀行合算） 年金保険販売・収益実績の推移（GR銀行合算）

不動産手数料収入の実績推移（りそな銀行） 企業年金・法人信託の業務粗利益推移（りそな信託銀行）

（億円） （億円）

（億円）

123

183

296
270

（億円）

（億円） （億円）
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直近業績のアップデート

りそなグループの概要

中期的な経営の方向性

公的資金早期返済に向けた道筋

【ご参考資料】
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金額 本件

15年9月末 取得後 返済額

（初回コール） (1) (2) (2) - (1)

公的資金合計 31,280 23,725 ▲ 7,554

優先株式 25,315 19,988 ▲ 5,327

早期健全化法 8,680 3,352 ▲ 5,327

乙種 平成21年4月 4,080 1,633 ▲ 2,446

丙種 平成27年4月 600 600 －

戊種 平成21年12月 3,000 119 ▲ 2,880

己種 平成26年12月 1,000 1,000 －

預金保険法 16,635 16,635 －

第1種 定めなし 5,500 5,500 －

第2種 定めなし 5,635 5,635 －

第3種 定めなし 5,500 5,500 －

劣後ローン 3,000 800 ▲ 2,200

金融安定化法 2,000 － ▲ 2,000

早期健全化法 平成21年3月 1,000 800 ▲ 200

普通株式 定めなし 2,964 2,937 ▲ 27

一斉転換
（単位：億円）

公的資金優先株式取得および消却について

簿価（発行価額）で5,327億円の公的資金優先株式の取得および消却を実施

 当初設定取得枠2,500億円を大幅に上回る公的資金
優先株式の取得および消却を実施

 本件返済後のH19/3末の自己資本比率は、｢9％」水準
を維持できる見通し

 本件返済により、潜在株式数※は 1.46百万株減少
（発行済普通株式数に対して12.81％に相当）

 優先株式への年間配当額は、59億円減少

【公的資金優先株式取得および消却の実施内容】 【取得および消却実施後の公的資金明細】

※ 現在の転換比率（価額）に基づく

乙種第一回 戊種第一回 合計

(1)取得株式の総数 407,798株 230,424株

(2)発行価額相当額 （１株） 600,000円 1,250,000円

(3)取得価額（１株） 719,400円 1,200,520円

(4)発行価額の総額 2,446億円 2,880億円 5,327億円

(5)取得価額の総額 2,933億円 2,766億円 5,699億円

(6)プレミアム差額 ＝ (5)－ (4) 486億円 ▲114億円 372億円

(7)減少する潜在株式数 0.661百万株 0.799百万株 1.460百万株
（普通株式への転換比率） 1.622 (3.468)
（発行済普通株式数に対する割合） 5.80% 7.01% 12.81%
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-

16,300

14,590

12,970

4,513

2,943

18,100

-

2 ,153

3 ,943

5 ,456

11 ,800

7 ,568

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

公的資金優先株式の
注入総額（= 25,315億円）

早期健全化法優先株式
の注入総額（= 8,680億円）

利益剰余金蓄積計画（健全化計画）
HD＋傘下銀行合算ベース

●

●

●

●

●

●

H18/3末 H18/9末H17/3末 H19/3末 H20/3末 H21/3末 H22/3末

Tier I 比率 8.17%
自己資本比率 12.50%

H18年9月末 （連結）

公的資金の返済アプローチ

市場環境等に
応じ新規優先
株式を発行

18,100億円の
合算利益剰余金

を蓄積

(億円)

公的資金返済に向けた基本方針 （平成18年5月23日公表）

 返済原資を可能な限り早期に確保すること
 適切な自己資本比率を維持すること
 普通株式の希薄化を可能な限り回避すること
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直近業績のアップデート

りそなグループの概要

中期的な経営の方向性

公的資金早期返済に向けた道筋

【ご参考資料】
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経営健全化計画（計数計画一覧）

《4行合算》

（単位：億円） （実績） （計画） （計画） （計画） （計画） （単位：億円） （実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

業務粗利益 6,936 6,980 7,270 7,540 7,800 総資産（注1） 416,539 406,000 403,000 398,700 406,200

信託報酬 366 350 340 330 340 貸出金 252,472 260,900 268,000 274,800 280,300

合同運用指定金銭信託分 62 50 30 20 10 有価証券 75,985 74,400 72,000 65,500 69,500

信託勘定不良債権処理額 （A) 0 0 0 0 0 特定取引資産 8,284 5,600 6,700 6,700 6,700

資金運用収益 6,044 6,410 7,090 7,770 8,520 繰延税金資産（末残） 44 2,348 1,757 1,122 749

資金調達費用 766 1,040 1,610 2,080 2,670 総負債（注1） 406,579 391,200 389,200 386,400 393,700

役務取引等利益 910 940 980 1,030 1,100 預金・ＮＣＤ 331,534 328,200 329,000 333,000 337,900

特定取引利益 30 240 220 220 230 特定取引負債 150 - - - -

その他業務利益 350 80 250 270 280 繰延税金負債(末残） 320 178 224 218 179

国債等債券関係損（▲）益 ▲ 122 ▲ 60 10 10 10 462 455 443 443 443

業務純益 （Ｂ）+（Ａ）+（Ｃ） 資本勘定計（注1） 16,920 17,883 14,502 14,812 14,872

（一般貸倒引当金繰入前信託勘定償却前） 資本金 3,988 3,988 3,988 4,038 4,038

業務純益 （Ｂ) 3,487 3,330 3,470 3,660 3,920 資本準備金 4,338 4,338 4,338 4,388 4,388

一般貸倒引当金繰入額 （Ｃ） ▲ 36 0 0 0 0 その他資本剰余金 887 887 887 887 887

経費 3,485 3,650 3,800 3,880 3,880 利益準備金 200 200 200 200 200

人件費 1,172 1,220 1,260 1,300 1,320 剰余金（注2） 4,333 5,887 2,507 2,717 2,777

物件費 2,102 2,240 2,320 2,370 2,350 土地再評価差額金 633 615 615 615 615

不良債権処理損失額 576 390 610 600 560 その他有価証券評価差額金 2,538 1,964 1,964 1,964 1,964

株式等関係損（▲）益 539 400 80 80 80 （経営指標）（注3）

株式等償却 15 50 0 0 0 資金運用利回 1.66 1.75 1.95 2.15 2.30

経常利益 3,366 3,490 2,880 3,080 3,380 貸出金利回 1.93 1.95 2.16 2.30 2.47

特別利益 692 40 0 0 0 有価証券利回 1.05 1.27 1.36 1.67 1.74

特別損失 45 50 80 80 80 資金調達原価 1.07 1.23 1.43 1.59 1.71

法人税、住民税及び事業税 95 150 100 110 650 預金利回（含むＮＣＤ） 0.08 0.16 0.30 0.43 0.56

法人税等調整額 11 ▲ 2,100 650 630 330 総資金利鞘 0.58 0.52 0.52 0.56 0.59

税引後当期利益 3,907 5,430 2,050 2,260 2,320 ＯＨＲ 50.24 52.29 52.26 51.45 49.74

（注1）資産・負債は平残、資本勘定は末残

（注2）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの

（注3）OHR以外の経営指標は、りそな信託銀行を除いて算出

22/3期

再評価に係る繰延税金負債（末残）

3,920

21/3期 22/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

3,6603,452 3,330

18/3期 19/3期

3,470

20/3期
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ローコストオペレーションと戦略的な資源投入

《非ベース経費の例》
商品機能・サービスの向上に向けた諸施策 178億円（22/3期）

・インターネットバンキングの再構築
・新商品開発（スコアリング審査ローン等）
・コールセンター機能の強化
・ＣＲＭシステム機能向上
・地域独自の施策
・営業力強化に向けた人材教育

業務効率化に向けた諸施策 67億円（22/3期）
・営業店オペレーション改革の推進

内部統制・リスク管理対応 74億円（22/3期）
・内部統制システムの整備
・情報セキュリティの強化

営業力強化のための
戦略経費など非ベー
ス経費を確保

戦略購買等による
ベース経費の削減

非
ベ
ー

ス
経
費

ベ
ー

ス
経
費

ベース
経費率
49%

ベース
経費率
45%

18/3期 22/3期

経費のアクティブコントロール： 戦略的投資と経費率抑制の両立

経費計画の内訳

経費の要因分析

【人件費】
・外部競争力のある報酬水準を志向した業績インセンティブ

【物件費】
〔ベース経費〕
・競争原理を徹底させた戦略購買の継続
〔非ベース経費〕
・ベース経費削減分をサービス向上、業務効率化を目的とした戦略経費、
リスク管理対応といった非ベース経費として再投入

経費のアクティブコントロール（イメージ）

傘下銀行合算 16/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期
〔単位：億円〕 （実績） （実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

人件費（ベース経費) 1,237 1,172 1,220 1,260 1,300 1,320

物件費 2,673 2,102 2,240 2,320 2,370 2,350
ベース経費 2,673 2,020 2,009 2,003 2,005 1,954
戦略経費 17 120 193 228 245
商品･サービスの向上 5 66 134 162 178
業務効率化 12 54 59 66 67

内部統制・リスク管理対応 7 35 48 60 74
システム統合 58 76 76 77 77

経費率 61.6% 50.2% 52.3% 52.3% 51.5% 49.7%

ベース経費率 49.1% 49.0% 47.9% 46.6% 44.7%

新計画期間
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出向等 1,479 出向等 1,320

事務部門

事務部門
16,053 事務部門

14,440

管理企画部門 1,758

管理企画部門 1,850

営業部門
8,372 営業部門

10,330

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

15/3末
（実績）

18/3末
（実績）

22/3末
（計画）(人)

総人員数合計
27,662人

総人員数合計
27,940人

総人員数合計
30,139人

人員計画：人員増を伴わない営業戦力強化を実現

出向等
1,479

出向等
1,320

事務部門

事務部門
6,169 事務部門

4,920

管理企画部門
1,758

管理企画部門
1,850

営業部門
5,115 営業部門

6,660

0

5,000

10,000

15,000

20,000

15/3末
（実績）

18/3末
（実績）

22/3末
（計画）(人)

社員数合計
14,521人

社員数合計
14,750人

社員数合計
19,307人

オペレーション改革により創出した人材を営業部門に再配置

18/3末との比較

総人員合計：
＋約280人

営業部門：
＋約1,960人

企画管理部門：
＋約90人

事務部門：
▲約1,610人

※ 事務部門のパート・派遣比率＝（事務部門総人員－事務部門社員）／事務部門総人員

事務部門のパート･派遣比率

約62% 約66%

18/3末との比較

社員総数：
＋約230人

営業部門：
＋約1,540人

企画管理部門：
＋約90人

事務部門：
▲約1,250人

※ 営業戦力比率＝営業部門／（営業部門＋管理企画部門＋事務部門）

営業戦力比率

約40% 約50%

人員計画 ： 社員 人員計画 ： 総人員
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質を重視した貸出金ポートフォリオ運営

貸出金ポートフォリオのクオリティアップと与信コストの巡航化

【不良債権比率（金融再生法基準）の推移】

 不良債権比率は2.52％まで低下
新計画期間において「1％台」の実現を目指す

32,190

18,841

13,147
9,188

7,108 7,0448,174

2.56% 2.52%
3.39%

4.82%

6.74%

11.19%

3.02%

0

10,000

20,000

30,000

15/9末 16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末
0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%（億円）

【引当の状況】

 残存する不良債権についても高水準の引当により
将来の劣化リスクに最大限対応

（GR銀行合算） （GR銀行合算）

新計画における与信費用は約600億円（20ｂｐ程度）で巡航化

47.6%

27.8%

95.9%

62.6%

100.0%100.0%
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30%
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50%

60%

70%
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90%

100%

15/3末 18/9末 15/3末 18/9末 15/3末 18/9末

破綻・実質破綻先 破綻懸念先 要管理先

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

引当金 担保・保証等 非保全部分 非保全部分引当率（右目盛）

【ポートフォリオの小口分散化】

 住宅ローン比率は40％を突破
【H15/3末】 28.9％ → 【H18/9末】41.6％

 過去に与信費用の大部分の原因となっていた大口
与信先は大幅に減少
りそな銀行の100億円以上与信先の推移
【H15/9末】 180先 → 【H18/9末】 102先
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RB SR
RT

HDHD

グループシナジーの発揮

（注） HD：りそなホールディングス、RB：りそな銀行、SR：埼玉りそな銀行、KO：近畿大阪銀行、RT：りそな信託銀行

【現行体制】 【システム共同化後】

・ 新計画期間においては、現行のグループストラクチャーを維持
・ 大阪マーケットでは引続きRB、KOの２ブランドによる地域密着型運営を展開

（HD、KOの共同委員会を設置しKOの大阪地域における特色ある成長戦略を検討）

新計画期間における傘下銀行の運営方針

GRプラットフォーム機能とシステム共同化によるシナジー効果の発揮

・ RT（企業年金・法人信託）とRB（不動産）の信託機能を最大限に活用
・ 事務・システムの共同化による効率性追求と統一商品提供による顧客利便性の向上

KO

りそなシステム
日立

システム りそなシステム

RB SR
RT

HDHD

KO

【移行時期】
H20年7月 （予定）

【更改コスト】 約180億円
投資 約130億円
一時費用 約50億円

「りそなシステム」の採用
により、代替案と比較し
て、年間のシステム経費
を約30億円軽減

プラットフォーム機能提供プラットフォーム機能提供
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りそなの差別化戦略： 地域運営の徹底

「顧客価値創造」と「収益力強化」の両立

地域
ＣＥＯ

地域
ＣＥＯ

地域
ＣＥＯ

本部

経営
トップ

明確な収益責任

大幅な権限の委譲

経営トップの意思伝達が容易に

本部のB/Uは適時・適切なサポートを提供

 ボトムラインをベースにしたパフォーマンス測定

 経費、クレジットコストのコントロールも重要に

月次ベースのパフォーマンス測定

 顧客を一番良く知る「現場」が意思決定

 「きめ細かさ」と「スピード」で顧客支持No.1へ

 地域特性に応じた商品、サービス

 クレジットコストの削減効果

リレーションシップバンキングの展開

 りそな銀行で導入
 ９地域・３営業本部体制
地域CEOによる自主・自立

 地銀に匹敵する経営リソース
地銀のアセットスケール
 エリア内人事権

 地域間のシナジーと競争原理
 ベストプラクティスの共有
 インセンティブ給制度

地域運営の特色

 地域特性に応じた商品
地域投信「ブンさん」など

 地域マーケットの創造
 REENALプロジェクトなど

 地域主体のアライアンス
産学連携
（関西大学、東京工科大学等）
大阪中小企業投資育成との
連携 等

地域発イニシャチブの事例
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りそなの差別化戦略：アライアンスの拡充

差別化の方向性

メガとの

差別化

リレーション

地域密着 マーケットイン

ホスピタリティ

ソリューション

広域ネットワーク 規模の経済

地銀との

差別化

りそな
中小企業取引

金融商品販売

住宅ローン

不動産

企業年金

コア業務
への集中

業界のﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰと提携

お客さま

証券仲介

M&A

ポイント交換

IPO支援

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ

個人年金保険

投資信託

国際業務

自治体

商店街

教育機関

地域独自
の取組

りそなグループ

アライアンス
経
営
資
源
の
選
択
と
集
中

非財閥系のメリットを活かし、各種分野で主体的なアライアンスを展開
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後方事務を営業店から切り離し、営業店を「セールスの場」として再定義

窓口業務の改革窓口業務の改革

バックオフィス改革バックオフィス改革

・事務の集約
・事務の自動処理推進
・事務の集約
・事務の自動処理推進

・バックオフィスの役割明確化
・バックオフィス事務の標準化
・バックオフィスの役割明確化
・バックオフィス事務の標準化

りそなの差別化戦略：オペレーション改革の推進 （りそな銀行)

オペレーション改革を通じた営業店収益の極大化

コミュニケーション改革コミュニケーション改革 ・コミュニケーション手段を「紙」
から「web」へ

・コミュニケーション手段を「紙」
から「web」へ

PH生産性の向上PH生産性の向上

・次世代型店舗の本格普及
・セールス専担者の設置
・情報活用体制の確立
（CRMシステムの稼動）

・次世代型店舗の本格普及
・セールス専担者の設置
・情報活用体制の確立
（CRMシステムの稼動）

営業部門人員の増強営業部門人員の増強

オペレーション改革を通じて

創出された人員を営業部門

へ追加投入

オペレーション改革を通じて

創出された人員を営業部門

へ追加投入

× 営業店収益

の極大化

営業店収益

の極大化

 リテール業務に内在する高コスト性の打破と事務品質の向上

更なる事務の効率化：ローコストオペレーションの徹底

目指す姿目指す姿

・営業店事務量：
50％減(H20/3末まで）

・バックオフィス事務量：
20％減（H22/3末まで）

・営業店事務量：
50％減(H20/3末まで）

・バックオフィス事務量：
20％減（H22/3末まで）

事務品質の向上事務品質の向上 事務過誤の削減事務過誤の削減
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オフィス（2）

セールス（2）
サービス

オフィス

サービス

セールス

[変更前]

新旧の営業店スペースの比較

[変更後]

 「待ち時間ゼロ」

 「伝票レス」「印鑑レス」を指向

 「後方レス」

店頭事務 事務コスト

1／2
現金管理

後方事務

「モジュールボックス」の導入

現金取引をATMに集約

地域毎に営業店後方事務を集約

<目指す数値>

営業店事務改革

営業店事務改革

____________________
(1)セールススペースの拡大約20坪→約40坪（約２倍）
(2)オフィススペースの圧縮約40坪→約20坪（約１/２倍）

事務スペース
1／2

事務人員
1／2
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【総合受付カウンター】

【クイックナビ】 【相談ブース】

次世代型店舗のフロアレイアウト（２）

りそな銀行 立川支店の例
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りそなの差別化戦略 ： サービス改革の追求

サービス大競争時代に、お客様から選ばれる企業を目指して

『お客さま中心主義』の企業風土確立 ： すべてのはじまりはお客様から！

① お客さまを深く理解する

② お客さまの目線で発想する

③ お客さまのニーズにきめ細かく応える

ホスピタリティの浸透

意識 ・ 風土の改革

りそなVOC活動
（Voice Of Customer）

ワンランク上の

サービスの提供

期待を超える提案のできる

人材の育成

商品・サービスの

更なる品質の向上

お客さま好感度Ｎｏ．１

お客さま信頼度Ｎｏ．１
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ソリューション力の強化

 営業スキル研修等の業務別研修の拡充

 個々人の自律的なキャリア形成、配置、研修、ＯＪＴが有機的に
機能する人材育成の仕組みづくり

管理職のマネジネント・コミュニケーション力向上

 コーチング・マネジメント研修等の教育・研修体制の整備

外部競争力のある報酬体系の構築

 業績向上と連動した業績インセンティブ(業績連動型報酬)の
支給

 職責・成果に応じた処遇の更なる徹底

社員のワークライフバランスに配慮した環境・制度の構築

自律的キャリア形成に基づく人材配置の実践

 ＦＡ制度、ポストチャレンジ制度等の社内公募制度の継続的
な拡充

 キャリア形成の多様化とキャリア支援策の展開（複線型キャリ
アモデルの提示、キャリアセミナーの拡充等）

人材マネジメント改革への継続的な取組み

オペレーション改革を通じた営業部門人員の増強

各地域のマーケット・地域戦略に応じた「選択と集中」と個々人の
適性に応じた人材の最適配置

ダイバーシティマネジメントの構築（中高年層・女性・スタッフ※など
多様な人材が活躍できる風土創り）

 中高年層への動機付けと広範な職務開発、処遇見直し

 女性社員の積極的登用の加速

 スタッフ※の社員登用・管理職登用

プロフェッショナル「人材」の育成

「人材」の活性化 「人材力」の発揮

※スタッフ：パートタイマー、派遣社員等の社内呼称

現場が主役の
機動的な人材マネジメント

現場が主役の
機動的な人材マネジメント
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7.40
7.57

7.71
7.91

8.10

6

7

8

（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

（兆円）

５大分野へのフォーカス： 中小企業取引 （りそな銀行）

良質取引基盤の拡大

 オーナー企業取引モデルの徹底推進

機能・地域を軸とした差別化戦略

 スモール法人取引の効率的運営
・ 中核チャネル ： 中小企業サポートセンター
・ 中核商品 ： 保証協会融資・新ビジネスローン

 年商5億円以上の中堅・中小企業をメインターゲット
（現状 約20,000先）

・ ターゲット法人先数 ： ５，０００先増加

オ
ー
ナ
ー
企
業

オ
ー
ナ
ー
企
業

・企業オーナーへのソリュー

ションを軸とした営業展開

・企業オーナーへのソリュー

ションを軸とした営業展開

事業承継

・企業の経営戦略実現に

向けたソリューション提供

・企業の経営戦略実現に

向けたソリューション提供

M＆A・IPO

不
動
産

・企業の人事戦略実現に

向けたソリューション提供

・企業の人事戦略実現に

向けたソリューション提供

企業年金

銀
行
取
引
メ
イ
ン
化

銀
行
取
引
メ
イ
ン
化

オーナーオーナー

オーナー

＋企業

オーナー

＋企業

オーナー

＋企業

＋従業員

オーナー

＋企業

＋従業員

 中小企業向け貸出末残 ＋0.7兆円
（H18/3末 → H22/3末）

 本部サポート体制強化による先端金融
ソリューションの提供

・ 東西ソリューションセクションの設置
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170 280 380 480160

280

400

520
90

260

450

120
40

0

500

1,000

1,500

（実績） （計画） （計画） （計画） (計画)

18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

審査モデル対応新商品（開発中）
ATMカードローン

提携他社保証付ローン1 .80
1 .70 1 .70 1 .66

0 .14
0 .25 0 .30 0 .35

1 .71

0 .05

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

（実績） （計画） （計画） （計画） (計画)

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

フラット35実行額
住宅ローン実行額

５大分野へのフォーカス： 個人ローンビジネス

住宅ローンと消費性ローン合計で年間実行額2兆円超へ

 新たな収益の柱に向けた取組

・ りそな自前のスコアリング審査モデルを構築

審査ノウハウを蓄積し、新商品へ応用（現在開発中）

審査ノウハウ強化によりリスクマネジメントを強化

貸金業法改正等の外部環境変化への適切な対応

・ リモートチャネル（ATM、インターネット、電話等）の拡充

ローコスト営業体制の展開

申込迅速性、顧客利便性の向上

 新たな住宅ローンビジネスインフラの構築
・ 住宅ローンビジネスの全国展開

銀行代理店制度活用、住宅産業業者とのアライアンス等

・ 業務チャネルの拡大と機能強化

インターネット、 住宅ローン専門チャネルの強化

・ 顧客ニーズに合致した商品・サービスの提供

「りそなフラット35」による固定金利ニーズへの対応

三大疾病特約付、女性専用商品、大型リフォームなど

・ アセットに依存しない非金利収益基盤の確立

「りそなフラット35」、ノンリコースローン等の積極的推進

◎ 住宅ローン年間実行計画（「フラット35」含む）
（兆円）

（億円）

◎ 消費性ローン重点推進商品の残高 1,000億円超へ
・重点推進商品（ATMカードローン、審査モデル応用新商品（開発中）、
提携他社保証付ローン）の残高計画
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4,000

3,500

3,100

2,500

2,042

100

120

160

81

140

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

30

60

90

120

150

保険販売額（左軸）

保険関連収益（右軸）

12.2

17.8

19.8

21.4

15.6

10

15

20

25

（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

投資商品比率

５大分野へのフォーカス： 金融商品販売ビジネス

保険販売の倍増

顧客保護徹底のための販売体制強化

CRMを駆使した
クロスセル

担い手の増員
と能力向上

次世代型店舗
の拡大

アライアンスを活用し
た商品ラインアップ

【22/3期】 販売額 4,000億円、関連収益160億円【22/3期】 残高３兆円超、関連収益360億円 【22/3期】 投資商品比率 21.4％

19,331

24,100

26,900

29,200

31,000

310

330

350
360

296

15,000

20,000

25,000

30,000

（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

150

200

250

300

350

投信残高（左軸）

投信関連収益（右軸）

投資信託 （単位：億円） 個人年金保険 （単位：億円） 投資商品比率 （単位：％）

投資商品比率＝個人向け投資商品÷個人預り金融資産

投信残高3兆円 関連収益５００億円超体制の構築
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（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

資金収益（ﾌｧﾝﾄﾞｴｸｲﾃｨ出資等）
流動化関連
不動産業務

6 .2 6 .4 6 .85 .9 7 .2

37 .836 .1
32 .927 .428 .0

197199 208
220

201

81 92
72

5456

0

10

20

30

40

50

（実績） （計画） （計画） （計画） （計画）

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

0

100

200

300

企業年金残高（左軸） 法人信託受託残高（左軸）
年金業務粗利（右軸） 法人信託業務粗利（右軸）

５大分野へのフォーカス： 不動産、年金・法人信託業務

不動産業務 （りそな銀行） 年金･法人信託業務 （りそな信託銀行）

◎ 不動産部門収益 200億円へ

他のグループ商業銀行の不動産案件についても
顧客の要望に応じ、RBの不動産機能を提供

 オーナー企業への不動産機能提供
流動化ビジネスの強化

 りそな不動産ファンドの設立

◎ 企業年金受託残高（DC含む） ７兆円台へ
◎ 法人信託受託残高 約10兆円の積上げ
 新規受託の推進

・DB新規獲得 H18～21年度 540件/2,680億円
・DC新規獲得 H18～21年度 475件

 適格年金の円滑な制度移行
・適格年金移行処理 H18～21年度 1,380件

 資産運用、制度設計・管理機能の専門性向上
 投信受託を中心に法人信託財産を大幅増強

（億円） （兆円）

グループ共通のプラットフォームとして信託機能を最大限に活用 （シナジー効果の追求）

（億円）
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資本政策に関わる定款変更について

剰余金配当、自己株式の取得等を決定する機関を取締役会とする旨規定

 配当金支払は会社法施行前と同様、取締役会が決定
 自己株式の取得（特定の株主を相手としない場合）も取締役会において決定できるよう規定を新設

 公的資金返済に向けた適切な資本政策の運営を実現するため、新規優先株式授権枠を追加設定

新規優先株式授権枠を追加設定

発行可能 １株当たり 株主総会 普通株式への 発行体による

種類 種類株式総数 払込金額 議決権 転換権 一斉転換 取得条項の

（上限） （上限） （取得請求権） 行使

第４種

第５種

第６種 【社債型】 各100,000株 各3,500千円 無配時のみ なし なし あり（金銭）

第７種

第８種

第９種 【転換型】 100,000株 3,500千円 なし あり なし あり（金銭＋
株式）

普通株への転換権（取得請求権）
を付与。但し、発行体にも払込金
額相当額を金銭、払込金相当額を
上回る部分を普通株式にて償還
する権利が付与される

600,000株 - - - - - -合計

特徴タイプ

普通株への転換権（取得請求権）
は付与せず

2006年8月に第４種優先株式を発
行
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早期健全化法優先株式の早期完済が視野に

H18年9月末時点で1兆1,800億円の合算利益剰余金を確保
ＨＤ単体ベースでも自己株式取得財源として約6,800億円の分配可能額を確保

 注入額ベースで8,680億円の早期健全化法優先株式の早期完済が視野に
 今年度取得枠2,500億円（総会承認分）の増枠は取締役会決議で可能

公的資金早期返済への道筋： H18年度上期における進捗

返済原資となる合算利益剰余金等の蓄積を一気に加速

 H19/3期に入り合算利益剰余金等（資本性剰余金含む）は＋4,500億円強増加

 安定的な黒字経営の定着（DTA復元含む傘下銀行上期合算損益） ＋4,250億円
 第４種優先株式の発行 ＋ 630億円
 2005年度HD期末配当（優先株式＋普通株式） ▲ 314億円

3,312億円
H18/3期 利益処分後

分配可能額

3,312億円
H18/3期 利益処分後

分配可能額
630億円

４種優先株式（630億円）

630億円
４種優先株式（630億円）

2,875億円
H18/9中間期 HD単体損益

2,875億円
H18/9中間期 HD単体損益

＋ ＋ = 約 6,800億円
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公的資金優先株式の明細（早期健全化法）

（平成19年1月26日現在）

種類 乙種 丙種 戊種 己種

当初発行銀行および名称 大和銀行乙種第1回 近畿大阪銀行第1回 あさひ銀行第1回第2種 あさひ銀行第2回第2種

当初発行日 平成11年3月31日 平成13年4月26日 平成11年3月31日 平成11年3月31日

現在の株式数 272,202株 120,000株 9,576株 80,000株

発行価額相当額 600,000円 500,000円 1,250,000円 1,250,000円

現在の総発行価額相当額 1,633億円 600億円 119億円 1,000億円

株主 整理回収機構 整理回収機構 整理回収機構 整理回収機構

優先配当金 配当金 6,360円 6,800円 14,380円 18,500円

利回り 1.06% 1.36% 1.1504% 1.48%

転換比率 転換請求期間 H11.6.30 H14.1.1 H14.7.1 H15.7.1

H21.3.31 H27.3.31 H21.11.30 H26.11.30

転換の定め方 比率 価額 価額 価額

現在の転換価額 (369,914円） 338,400円 360,400円 360,400円

現在の転換比率 1.622 (1.478) (3.468) (3.468)

転換比率の修正 修正日 6月30日 1月1日 7月1日 7月1日

転換価額の修正方向 上下 上下 上下 上下

上限比率 3.429 (2.999) (3.475) (3.475)

下限比率 --- --- --- ---

上限価額 --- --- --- ---

下限価額 (174,978円) 166,700円 359,700円 359,700円

時価算出開始 45取引日前 45取引日前 45取引日前 45取引日前

算出期間 30取引日 30取引日 30取引日 30取引日

一斉転換 一斉転換日 H21.4.1 H27.4.1 H21.12.1 H26.12.1

転換比率 600,000円／時価 500,000円／時価 1,250,000円／時価 1,250,000円／時価

時価算出開始 45取引日前 45取引日前 45取引日前 45取引日前

算出期間 30取引日 30取引日 30取引日 30取引日

下限価額 100,000円 166,700円 359,800円 359,800円
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公的資金優先株式の明細（預金保険法）

17,000円20,000円28,000円下限価額

上下上下上下転換価額の修正方向

5月1日11月1日8月1日修正日

転換請求期間開始時の
普通株の市場価格

転換請求期間開始時の
普通株の市場価格

348,100円当初転換価額

H22.7.1 ～H20.7.1 ～H18.7.1 ～転換請求期間

1年円Libor+0.5%1年円Libor+0.5%1年円Libor+0.5%利回り

2,750,000 株2,817,807 株2,750,000 株現在の株式数

200,000円200,000円200,000円発行価額相当額

550,000百万円563,562百万円550,000百万円現在の総発行価額相当額

有有有議決権

第3種第一回第2種第一回第1種第一回

（平成18年8月1日現在）
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円貨預貸金マチュリティー・ラダーの状況（りそな銀行）

貸出金 預金

【18年3月末】 貸出金 17.93兆円 【18年3月末】 預金 19.20兆円

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 3.3% 4.0% 11.4% 5.2% 23.9% 流動性預金 64.6% 64.6%

プライム系ほか変動 42.4% 1.0% 0.0% 0.0% 43.4% 定期性預金 14.7% 7.9% 8.4% 4.4% 35.4%

市場金利連動型 24.9% 2.6% 2.5% 2.6% 32.7% 計 79.4% 7.9% 8.4% 4.4% 100.0%

計 70.6% 7.6% 13.9% 7.9% 100.0%

１年以内貸出金 78.2%

【18年9月末】 貸出金 17.92兆円 【18年9月末】 預金 18.50兆円

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 4.1% 4.2% 10.9% 5.3% 24.5% 流動性預金 62.4% 62.4%

プライム系ほか変動 41.2% 0.1% 0.0% 0.0% 41.3% 定期性預金 17.2% 8.7% 8.6% 3.2% 37.6%

市場金利連動型 26.2% 2.8% 2.8% 2.4% 34.2% 計 79.6% 8.7% 8.6% 3.2% 100.0%

計 71.4% 7.1% 13.7% 7.8% 100.0%

１年以内貸出金 78.6%

（上期変化） 貸出金 ▲0.01兆円 （上期変化） 預金 ▲0.70兆円

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 0.7% 0.2% -0.5% 0.1% 0.6% 流動性預金 -2.3% -2.3%

プライム系ほか変動 -1.2% -0.9% 0.0% 0.0% -2.1% 定期性預金 2.5% 0.8% 0.1% -1.1% 2.3%

市場金利連動型 1.3% 0.2% 0.3% -0.2% 1.5% 計 0.2% 0.8% 0.1% -1.1% 0.0%

計 0.8% -0.5% -0.2% -0.1% 0.0%

1年以内貸出金 0.4%
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本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を受
ける可能性があります。

即ち、本邦における株価水準の変動、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈に係る展開
及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の変動、並びにりそなグ
ループのコントロールの及ばない要因等が考えられます。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものではな
く、また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。


